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は
じ
め
に

二
〇
世
紀
前
半
、
東
欧
諸
国
を
は
じ
め
、
多
く
の
国
で
農
地
改
革
が
実
施
さ
れ

た
。
そ
の
中
で
、
日
本
と
台
湾
の
農
地
改
革
は
、（
一
）
政
府
が
地
主
か
ら
土
地

を
買
収
し
、
小
作
人
へ
売
渡
し
、
自
作
農
を
創
設
し
、（
二
）
こ
れ
ら
の
事
業
を
、

小
作
人
・
自
作
農
・
地
主
の
階
層
か
ら
選
出
さ
れ
た
農
地
委
員
会
を
中
心
に
実
施

し
た
点
で
共
通
し
て
い
た
。
さ
ら
に
、
農
地
改
革
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
た
自
作
農

を
保
護
す
る
た
め
、
農
業
協
同
組
合
の
設
立
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

従
来
、
日
本
の
農
業
協
同
組
合
、
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
別
々

に
研
究
が
な
さ
れ
て
き
た
（
１
）。
日
本
と
台
湾
の
土
地
制
度
は
類
似
し
て
お
り
、
農

地
改
革
・
農
業
協
同
組
合
は
、
ほ
ぼ
同
時
期
に
実
施
さ
れ
た
。
日
本
で
の
農
業
協

同
組
合
の
設
立
は
、
台
湾
で
の
農
業
協
同
組
合
の
設
立
に
ど
の
よ
う
に
作
用
し
た

か
。
本
稿
は
、
日
本
と
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
の
設
立
に
つ
い
て
、
設
立
過
程
を

確
認
し
、
日
本
に
お
い
て
生
じ
た
問
題
点
が
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
の
設
立
に
ど
の

よ
う
に
作
用
し
た
か
、
制
度
の
移
動
に
注
目
し
て
考
察
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

一　

日
本
の
農
地
改
革
と
農
業
協
同
組
合

（
一
）　

日
本
の
農
地
改
革
の
経
過

ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
日
本
の
農
地
改
革
案
が
検
討
さ
れ
る
の
は
、
一
九
四
三
年

日
本
と
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
の
設
立

　
─
─
一
九
四
六
年
～
一
九
五
二
年
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以
降
、
日
本
占
領
後
の
政
策
の
た
め
の
研
究
が
進
め
ら
れ
て
い
く
過
程
に
は
じ
ま

る
。
一
九
四
三
年
七
月
二
一
日
付
の
国
務
省
係
官
フ
ィ
ア
リ
ーR.A

.Fearey

が

起
草
し
た
「
戦
後
日
本
経
済
の
考
察
」（
２
）
は
、
過
剰
な
農
業
人
口
、
小
作
地
率

の
高
さ
、
工
業
へ
の
労
働
人
口
移
動
等
を
指
摘
し
、
ア
メ
リ
カ
が
日
本
で
の
農
地

改
革
を
考
察
し
た
初
期
の
政
策
文
書
と
さ
れ
て
い
る
（
３
）。
こ
の
文
書
に
お
い
て

フ
ィ
ア
リ
ー
た
ち
は
「
購
買
・
販
売
組
織
で
あ
る
農
業
協
同
組
合
（
産　

（
マ
マ
）
　

業
組
合
）

の
た
め
の
支
援
と
奨
励
は
、
中
産
階
級
、
相
場
師
、
小
商
人
の
運
営
者
を
も
っ
と

排
除
す
る
だ
ろ
う
」
と
指
摘
し
、
農
地
改
革
と
共
に
農
業
協
同
組
合
に
つ
い
て
も

着
目
し
て
い
た
。
し
か
し
、
一
九
四
四
年
五
月
以
降
、
占
領
政
策
に
お
け
る
検
討

す
べ
き
課
題
は
多
く
、
経
済
問
題
へ
は
介
入
し
な
い
基
調
に
切
り
替
え
ら
れ
、「
初

期
の
対
日
政
策
」
に
お
い
て
農
地
改
革
は
削
除
さ
れ
た
（
４
）。

農
地
改
革
が
具
体
化
す
る
の
は
、
一
九
四
五
年
以
降
で
あ
る
。
一
九
四
五
年
、
日

本
の
農
林
省
は
、自
作
農
創
設
や
小
作
料
金
納
化
等
の
必
要
性
か
ら「
農
地
調
整
法
」

（
一
九
三
八
年
）の
改
正
案
を
作
成
し
た
。
一
方
、
一
九
四
五
年
一
〇
月
末
、
連
合
国

軍
最
高
司
令
官
総
司
令
部GH

Q
 / SCA

P

の
政
治
顧
問
部
に
着
任
し
た
フ
ィ
ア
リ
ー

は
、
ア
チ
ソ
ンG.A

tcheson, Jr.

顧
問
を
通
じ
て
マ
ッ
カ
ー
サ
ーD

.M
acA

rthur
元
帥
に
、SCA

P

が
主
導
す
る
農
地
改
革
を
提
言
す
る
と
、
天
然
資
源
局N

RS

は

ラ
デ
ジ
ン
ス
キ
ーW

.I.Ladejinsky

を
迎
え
て
、
検
討
を
開
始
し
た
（
５
）。

一
九
四
五
年
「
農
地
調
整
法
」
の
改
正
案
が
閣
議
提
出
さ
れ
、一
二
月
四
日
「
農

地
調
整
法
改
正
法
案
」
が
第
八
九
回
帝
国
議
会
に
提
出
さ
れ
、
一
二
月
一
八
日
改

正
農
地
改
革
法
案
（
第
一
次
農
地
改
革
法
案
）
が
成
立
し
た
。
こ
れ
に
先
立
ち
、

一
二
月
九
日
にGH

Q
は
第
一
次
農
地
改
革
法
案
の
不
徹
底
さ
を
指
摘
し
、「
農
地
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を
目
的
と
し
て
い
た
。

一
九
四
三
年
三
月
「
農
業
団
体
法
」
が
公
布
さ
れ
る
と
、
産
業
組
合
は
農
業
会

へ
統
合
さ
れ
、中
央
―
都
道
府
県
―
町
村
と
い
う
系
統
的
農
業
会
が
設
立
さ
れ
た
。

農
業
会
は
、
農
民
を
強
制
加
入
さ
せ
、
脱
退
の
自
由
を
認
め
ず
、
区
域
は
決
め
ら

れ
、
任
意
に
組
織
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
農
業
会
は
、
農
民
と
農
業
を
統

制
し
、
農
林
行
政
の
遂
行
を
補
完
す
る
組
織
と
し
て
拡
大
し
て
い
っ
た
。

第
二
次
世
界
大
戦
後
、
日
本
の
民
主
化
を
進
め
る
た
め
に
は
、
農
業
会
は
解
体

さ
れ
る
必
要
が
あ
っ
た
。
農
業
協
同
組
合
法
の
立
案
は
、
農
林
省
とGH

Q

と
の

折
衝
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
た
。
一
九
四
五
年
一
二
月
九
日GH

Q

の
「
農
地
改
革

に
関
す
る
覚
書
」
に
対
し
、
一
九
四
六
年
三
月
一
五
日
、
日
本
政
府
は
農
業
会
を

改
組
し
、農
業
協
同
組
合
を
組
織
す
る
と
い
う
考
え
を
回
答
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、

GH
Q

は
農
業
協
同
組
合
は
組
合
員
の
利
益
を
擁
護
し
、
加
入
を
希
望
す
る
者
が

設
立
す
る
私
的
団
体
だ
と
考
え
て
い
た
。
一
九
四
六
年
九
月
一
五
日
農
林
省
は

N
RS

へ
二
次
案
を
提
出
す
る
が
、
不
徹
底
な
も
の
と
さ
れ
る
。

一
九
四
七
年
一
月
一
五
日
、N

RS

局
長
シ
ェ
ン
クH

.G.Schenck

は
農
林
大
臣

和
田
博
雄
へN

RS

覚
書
を
渡
し
、
一
年
以
内
の
農
業
会
の
解
散
と
農
民
の
意
思
に

よ
る
農
業
協
同
組
合
の
組
織
を
示
し
た
。
五
月
二
九
日
農
林
省
はN

RS

へ
農
業
協

同
組
合
法
六
次
案
を
提
出
し
、
六
月
一
〇
日GH

Q

は
農
業
協
同
組
合
法
六
次
案

を
部
分
的
に
修
正
し
、
承
認
し
た
。
七
月
三
一
日
「
農
業
協
同
組
合
法
案
」「
農

業
協
同
組
合
法
の
制
定
に
伴
う
農
業
団
体
の
整
理
等
に
関
す
る
法
律
案
」
が
国
会

へ
提
出
さ
れ
、
一
九
四
七
年
一
一
月
一
九
日
「
農
業
協
同
組
合
法
」
と
し
て
公
布

さ
れ
た
。

「
農
業
協
同
組
合
法
」
は
、
立
案
か
ら
公
布
ま
で
二
年
を
要
し
、
結
果
的
に
、

GH
Q

の
協
同
組
合
の
考
え
に
基
づ
く
も
の
と
し
て
成
立
し
た
。
農
業
協
同
組
合
法

の
根
本
と
な
る
考
え
方
は
、
農
業
協
同
組
合
が
（
一
）「
勤
労
農
民
を
主
体
と
す
る

も
の
」、（
二
）「
結
成
と
運
営
は
、
勤
労
農
民
の
自
主
的
意
欲
に
基
い
て
民
主
的
に

改
革
に
関
す
る
覚
書
」
を
日
本
政
府
に
送
付
し
、
一
九
四
六
年
三
月
一
五
日
ま
で

に
処
置
に
つ
い
て
提
出
す
る
よ
う
命
じ
た
。

こ
の
「
農
地
改
革
に
関
す
る
覚
書
」
は
、
小
作
地
解
消
の
不
徹
底
、
過
重
な
農

家
負
債
、
政
府
の
不
公
平
な
統
制
な
ど
、
農
地
改
革
を
す
べ
き
問
題
点
を
指
摘
す

る
と
同
時
に
、「
小
作
人
が
自
作
農
化
し
た
る
場
合
再
び
小
作
人
に
転
落
せ
ざ
る

を
保
証
す
る
為
の
制
度
」（
６
）
と
し
て
、「（
一
）
適
正
利
率
に
依
る
農
村
長
期
及
、

短
期
信
用
の
普
及
確
保
、（
二
）
加
工
業
者
及
配
給
業
者
の
搾
取
に
対
す
る
農
民

の
保
護
手
段
、（
三
）
農
産
物
価
格
の
安
定
策
、（
四
）
農
民
に
対
す
る
技
術
上
其

の
他
の
啓
発
事
項
普
及
の
計
画
、（
五
）
非
農
民
的
利
害
に
支
配
せ
ら
れ
ず
、
且
、

日
本
農
民
の
経
済
的
、
文
化
的
進
歩
を
目
的
と
せ
る
農
村
協
同
運
動
の
醸
成
及
奨

励
計
画
」
を
あ
げ
、
農
地
改
革
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
る
自
作
農
が
再
び
没
落
し
な

い
た
め
の
措
置
と
し
て
、
農
業
協
同
組
合
を
奨
励
す
る
よ
う
求
め
た
。

一
九
四
六
年
三
月
一
五
日
、
日
本
政
府
は
「
回
答
」
を
提
出
す
る
が
、「
回
答
」

に
不
満
で
あ
っ
たGH

Q

は
対
日
理
事
会
に
付
託
し
、
対
日
理
事
会
が
提
出
し
た

勧
告
を
も
と
に
第
二
次
農
地
改
革
法
案
が
作
成
さ
れ
、
一
九
四
六
年
七
月
二
五
日

「
農
地
調
整
法
」
改
正
法
案
と
「
自
作
農
創
設
特
別
措
置
法
案
」
が
成
立
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。農
業
協
同
組
合
は
、「
農
村
の
民
主
化
と
農
業
生
産
力
の
発
展
を
期
」

す
た
め
に
「
農
地
改
革
と
並
ん
で
、
農
業
及
び
農
村
に
対
す
る
基
本
政
策
」（
７
）

と
な
り
、
農
地
改
革
と
農
業
協
同
組
合
の
設
立
は
不
可
分
な
政
策
で
あ
っ
た
。

（
二
）　
日
本
の
農
業
協
同
組
合
の
成
立

農
業
協
同
組
合
の
農
業
団
体
と
し
て
の
前
身
に
つ
い
て
概
観
し
て
お
く
（
８
）。

一
九
〇
〇
年
三
月
七
日
「
産
業
組
合
法
」
が
成
立
し
、
そ
の
一
つ
と
し
て
農
業
団

体
が
組
織
さ
れ
、
ほ
ぼ
全
国
に
普
及
し
た
。
産
業
組
合
は
、
政
府
の
強
力
な
指
導

の
も
と
、
地
主
の
主
導
で
発
展
し
た
。
そ
の
た
め
、
農
業
生
産
に
関
係
す
る
事
業

よ
り
も
、
信
用
・
販
売
・
購
買
事
業
が
中
心
と
な
り
、
組
織
の
目
的
は
村
の
発
展
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日
本
と
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
の
設
立

　
─
─
一
九
四
六
年
～
一
九
五
二
年

な
さ
れ
」（
９
）
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
事
業
範
囲
は
、
信
用
事
業
・
購
買
事
業
・
利
用

事
業
・
販
売
事
業
・
農
業
生
産
に
関
す
る
事
業
・
農
村
工
業
・
共
済
事
業
・
生
活

お
よ
び
文
化
の
改
善・教
育
情
報
事
業
、
団
体
協
約
の
締
結
と
、
広
範
に
わ
た
っ
た
。

（
三
）　
農
業
協
同
組
合
の
問
題
点

農
業
協
同
組
合
法
に
基
づ
き
、
各
地
で
農
業
協
同
組
合
の
設
立
が
進
ん
だ
。
そ

の
中
で
、
問
題
も
発
生
し
た
。

第
一
は
、
農
業
協
同
組
合
の
設
立
と
解
散
で
あ
る
。
表
１
は
、
一
九
四
八
年
三

月
か
ら
一
九
五
一
年
三
月
ま
で
の
単
位
協
同
組
合
の
設
立
状
況
で
あ
る
。
表
１
か

ら
は
、
農
業
協
同
組
合
が
毎
年
設
立
さ
れ
、
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
わ
れ

る
。
そ
の
一
方
で
、
解
散
累
計
数
も
増
加
し
て
い
る
。
一
九
四
九
年
六
月
か
ら
一

九
五
一
年
三
月
ま
で
の
間
に
、
三
三
二
〇
の
組
合
が
設
立
を
認
可
さ
れ
、
九
七
九

の
組
合
が
解
散
し
た
。

こ
の
解
散
数
の
多
さ
の
理
由
に
は
、
組
合
の
財
政
難
が
あ
げ
ら
れ
る
。
組
合
は

多
く
の
農
民
が
加
入
で
き
る
よ
う
に
し
た
た
め
、
出
資
金
の
一
口
は
一
〇
〇
円
か

ら
二
〇
〇
円
と
比
較
的
少
額
に
設
定
さ
れ
（
10
）、
さ
ら
に
出
資
金
が
一
～
二
口
の

出
資
者
が
多
か
っ
た
。
奈
良
県
金
橋
村
農
業
協
同
組
合
は
一
口
二
〇
〇
円
、
全
九

四
一
名
中
一
口
出
資
者
二
三
四
名
、
二
口
二
一
八
名
。
栃
木
県
那
須
郡
親
園
村
農

業
協
同
組
合
は
一
口
二
〇
〇
円
。
神
奈
川
県
横
浜
市
港
北
区
山
内
農
業
協
同
組
合

は
一
口
一
〇
〇
円
。
長
野
県
更
科
村
農
業
協
同
組
合
は
一
口
一
五
〇
円
、
全
七
〇

三
名
中
一
口
六
七
八
名
、
二
口
二
二
名
。
長
野
県
塩
尻
村
農
業
協
同
組
合
は
、
一

口
二
〇
〇
円
、
全
一
三
三
九
名
中
、
一
口
三
一
五
名
、
二
口
二
四
三
名
で
あ
っ
た

（
11
）。
表
２
は
、
農
業
協
同
組
合
役
員
の
耕
作
面
積
で
あ
る
。
役
員
の
五
六
％
が

耕
作
面
積
一
町
に
満
た
な
い
小
規
模
経
営
農
民
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
事
情
か

ら
、組
合
の
財
政
は
「
賦
課
金
の
未
徴
収
」（
奈
良
県
金
橋
村
農
業
協
同
組
合
）
や
、

「
開
拓
と
い
う
事
業
が
甚
だ
し
い
困
難
」（
栃
木
県
那
須
郡
那
須
村
千
振
開
拓
農
業

組
合
）、「
利
用
施
設
の
拡
張
に
欠
損
の
原
因
」（
長
野
県
塩
尻
村
農
業
協
同
組
合
）

（
12
）
等
、事
業
を
行
う
こ
と
に
よ
っ

て
赤
字
に
陥
る
組
合
が
多
く
、
財

政
的
逼
迫
が
解
散
の
理
由
と
な
っ

た
と
い
え
る
。

問
題
の
第
二
は
、
農
業
協
同
組

合
の
役
員
で
あ
る
。
表
３
は
、
一

九
三
三
年
以
降
の
農
業
団
体
役
員

の
階
層
で
あ
る
。
一
九
三
三
年
の

産
業
組
合
で
は
、
第
二
次
世
界
大

表1　単位協同組合の設立状況

設立認可
累計数 現在数 解散累計数

1948年3月 892 － －
1948年6月 15,910 － －
1948年9月 24,579 － －
1948年12月 27,819 － －
1949年3月 30,229 － －
1949年6月 31,869 31,790 79 
1949年9月 32,677 32,438 239 
1950年3月 33,585 33,101 484 
1950年6月 33,968 33,310 658 
1950年9月 34,246 33,477 769 
1950年12月 34,518 33,587 931 
1951年3月 35,189 34,131 1,058 

出典：�1948年3月から1949年9月は、農林省「農業協
同組合の現況」（協同組合経営研究所農業協同
組合制度史編纂委員会編『農業協同組合制度
史』4、協同組合経営研究所、1968年）547頁。
1950年3月以降は、農林水産省『日本の農業団
体と農業協同組合』御茶の水書房、1952年

（1986年）、701頁。
注：解散累計数＝設立認可累計数－現在数。

表2　�農業協同組合役員の
耕作面積� （％）

5反以下 23.1 
5反～ 1町 33.1 
1町～ 2町 34.6 
2町以上 5.0 
不明 4.2 
合計 100.0 

出典：�前掲、農林水産省『日
本の農業団体と農業
協同組合』714頁。
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戦
前
の
日
本
の
農
村
の

社
会
構
造
を
反
映
し
、

国
策
を
推
進
す
る
た
め

の
農
業
団
体
で
も
あ
っ

た
た
め
、
産
業
組
合
役

員
に
は
地
主
が
多
く
い

た
。
産
業
組
合
役
員
を

務
め
る
地
主
は
、
役
員

で
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て

さ
ら
に
地
元
で
の
権
力

を
得
て
も
い
た
。
そ
れ

に
対
し
、
一
九
四
八
年

の
農
業
協
同
組
合
で
は

農
地
改
革
の
実
施
も
あ

り
役
員
の
六
六
・
五
％

を
自
作
農
が
占
め
て
い

た
。
こ
れ
ら
の
自
作
農

は
、
表
２
に
み
る
よ
う

に
小
規
模
経
営
の
農
民

で
あ
っ
た
。
長
野
県
塩

尻
村
農
業
協
同
組
合
の

よ
う
に
、
区
域
の
加
入

者
か
ら
分
散
的
に
指
導

者
を
選
出
す
る
組
合
も

あ
っ
た
が
、
静
岡
県
磐

田
郡
富
田
村
農
業
協
同

組
合
の
よ
う
に
、
村
長
が
組
合
長
と
な
る
組
合
も
あ
っ
た
。
三
重
津
市
高
茶
屋
農

業
協
同
組
合
で
は
、
理
事
・
監
事
に
は
農
業
会
時
代
の
役
員
は
お
ら
ず
、
農
業
会

と
の
連
続
性
を
断
つ
た
め
に
は
良
か
っ
た
が
、「
役
員
が
懸
命
な
努
力
を
は
ら
つ

た
の
に
も
か
か
は
ら
ず
、
組
合
経
営
面
に
は
マ
イ
ナ
ス
を
ま
ぬ
が
れ
な
か
つ
た
」

と
い
う（
13
）。
表
４
は
、農
業
協
同
組
合
役
員
の
学
歴
で
あ
る
。
常
任
理
事
の
五
六
・

一
％
、
理
事
の
七
六
・
七
％
が
小
学
校
卒
で
あ
っ
た
。
学
歴
が
す
べ
て
の
能
力
を

示
す
わ
け
で
は
な
い
が
、
農
業
協
同
組
合
内
で
指
導
者
た
り
得
る
人
物
が
少
な

か
っ
た
こ
と
が
指
摘
で
き
る
。

問
題
の
第
三
は
、
農
業
協
同
組
合
の
普
及
方
法
で
あ
る
。
農
林
省
で
は
、
農
業

協
同
組
合
の
主
旨
を
知
ら
せ
、
設
立
を
促
進
す
る
た
め
、
ラ
ジ
オ
、
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
ポ
ス
タ
ー
、
講
習
会
、
幻
燈
等
を
用
い
て
広
報
活
動
を
お

こ
な
っ
た
（
14
）。
し
か
し
、
一
九
四
七
年
～
一
九
四
八
年
の
宣
伝
の
実
施
状
況
に

は
「
ラ
ジ
オ
、
新
聞
等
の
利
用
が
割
合
に
少
な
か
っ
た
こ
と
」（
15
）
が
報
告
さ
れ

て
い
る
。
表
５
か
ら
、
一
九
四
五
年
の
ラ
ジ
オ
普
及
率
は
三
〇
％
に
と
ど
ま
っ
て

い
た
。
農
村
地
域
で
ラ
ジ
オ
を
所
有
し
て
い
る
世
帯
は
、か
つ
て
の
地
主
が
多
く
、

小
規
模
経
営
で
あ
っ
た
農
業
協
同
組
合
関
係
者
の
ラ
ジ
オ
普
及
率
は
さ
ら
に
低
く

な
っ
て
い
た
と
推
測
さ
れ
る
。
ま
た
、
役
員
の
多
く
が
小
学
校
卒
で
あ
る
農
業
協

同
組
合
で
は
、新
聞
を
用
い
た
普
及
は
あ
ま
り
効
果
的
で
は
な
か
っ
た
と
い
え
る
。

表5　�日本のラジオ 
普及率� （％）

普及率
1938年 29.6 
1939年 34.5 
1940年 39.4 
1941年 45.8 
1942年 48.7 
1943年 49.5 
1944年 50.4 
1945年 30.0 

出典：�日本放送協会編
『ラジオ年鑑昭和
22年版』日本放
送 出 版 協 会、
1947年、20頁。

表3　役員の階層

地主 自作農 自小作農 小作農 その他 合計
1933年 産業組合 36.0 48.0 11.0 － 5.0 100.0 
1946年4月 農業会 27.0 50.8 13.9 6.0 2.3 100.0 
1947年7月 農業会 21.7 59.8 － 13.1 5.4 100.0 
1948年3月 農協 12.7 66.5 － 19.6 1.4 100.0 
出典：前掲、農林水産省『日本の農業団体と農業協同組合』713頁。

（％）

表4　農業協同組合役員の学歴

小学校卒 中学校卒 高等専門学校卒 大学卒 不明 合計
常任理事 56.1 30.5 5.6 4.2 3.6 100.0 
理事 76.7 15.3 1.4 1.0 5.6 100.0 
出典：前掲、農林水産省『日本の農業団体と農業協同組合』714頁。

（％）
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日
本
と
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
の
設
立

　
─
─
一
九
四
六
年
～
一
九
五
二
年

二　

台
湾
の
農
地
改
革
と
農
業
協
同
組
合

（
一
）　

台
湾
の
農
地
改
革

台
湾
で
は
、
日
本
と
ほ
ぼ
同
じ
地
主
的
土
地
所
有
が
確
立
し
て
い
た
。
台
湾
の

土
地
制
度
に
つ
い
て
、
フ
ィ
ア
リ
ー
ら
は
、
一
九
四
四
年
五
月
五
日
付
政
策
文
書

「
台
湾
」（
16
）
を
作
成
し
た
。
こ
の
文
書
の
関
心
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
終
了
後
、

占
領
軍
は
台
湾
に
介
入
で
き
る
か
、
に
あ
り
、
国
際
法
上
、
介
入
は
で
き
な
い
、

と
の
確
認
が
な
さ
れ
た
。
経
済
上
の
問
題
と
し
て
は
、
日
本
撤
退
後
に
、
日
本
人

が
経
営
し
て
い
た
製
糖
会
社
を
管
理
し
、
失
業
者
を
最
小
限
に
し
、
食
糧
の
生
産

量
を
最
大
に
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

第
二
次
世
界
大
戦
後
、GH

Q
 

は
台
湾
を
占
領
し
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
た
め
、

台
湾
に
お
け
る
農
地
改
革
と
農
業
に
つ
い
て
介
入
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
そ
の

代
わ
り
と
し
て
、一
九
四
八
年
にJoint Com

m
ission on Rural Reconstruction

が
、
中
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
政
府
と
の
協
約
に
も
と
づ
き
設
立
さ
れ
、JCRR

は
、

農
地
改
革
と
農
業
技
術
の
改
良
に
力
を
注
い
だ
（
17
）。
台
湾
の
農
地
改
革
は
、
一

九
四
九
年
の
小
作
料
の
引
き
下
げ
、一
九
五
一
年
以
降
、本
格
化
し
た
公
有
地
（
旧

日
本
法
人
か
ら
の
接
収
地
）
の
払
い
下
げ
、
一
九
五
三
年
私
有
小
作
地
の
買
収
、

売
渡
と
し
て
実
施
さ
れ
た
。

（
二
）　

台
湾
の
農
業
協
同
組
合
案
と
日
本
の
農
業
協
同
組
合

一
九
四
九
年
以
降
、
台
湾
に
お
い
て
も
、
農
地
改
革
と
農
業
協
同
組
合
は
不
可

分
の
も
の
と
し
て
進
め
ら
れ
た
。

台
湾
の
農
業
協
同
組
合
は
、
一
九
五
二
年
、
コ
ー
ネ
ル
大
学
の
農
村
社
会
学
の

教
授
で
あ
る
ア
ン
ダ
ー
ソ
ンW

.A
.A

nderson

が
「
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組

合
」（
18
）
を
発
表
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
具
体
化
す
る
。
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
は
、
一
九

五
〇
年
九
月
か
ら
一
九
五
一
年
一
月
ま
でJCRR

の
特
別
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
務

め
、
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
に
つ
い
て
研
究
し
、GH

Q

占
領
下
の
日
本
で
二
週

間
半
を
過
ご
し
、
農
業
協
同
組
合
の
再
組
織
に
つ
い
て
調
査
し
、
そ
の
成
果
を
発

表
し
た
。「
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
」
は
、
一
九
五
三
年
の
「
台
湾
農
会

改
革
」
の
重
要
参
考
資
料
と
な
り
、
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
の
提
案
は
ほ
ぼ
採
り
入
れ
ら

れ
た
（
19
）。

「
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
」
お
い
て
、
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
は
台
湾
の
農
業

団
体
に
つ
い
て
一
六
の
勧
告
を
行
っ
て
い
る
。
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
は
設
立
当
初
の
日

本
の
農
業
協
同
組
合
を
調
査
し
た
た
め
、「
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
」
に

は
台
湾
独
自
の
状
況
に
対
す
る
提
案
と
と
も
に
、
日
本
の
農
業
協
同
組
合
の
問
題

点
を
ふ
ま
え
た
提
案
が
な
さ
れ
て
い
る
。

台
湾
独
自
の
問
題
に
対
す
る
勧
告
の
第
一
は
、
倉
庫
の
建
設
と
修
繕
で
あ
る

（
二
）。
台
湾
で
は
、
軍
隊
が
倉
庫
を
占
有
し
て
い
た
た
め
、JCRR 

は
倉
庫
の
建

設
と
修
繕
を
助
け
る
こ
と
を
提
案
し
、
兵
士
を
立
ち
退
か
せ
、
政
府
は
兵
士
に
よ

る
倉
庫
の
使
用
と
損
害
を
償
う
べ
き
で
あ
る
と
提
案
し
た
。

第
二
は
、JCRR

の
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
へ
の
協
力
で
あ
る
。JCRR

は
、
詳

細
な
計
画
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
備
品
に
対
す
る
財
政
的
援
助
を
す
る
こ
と
を
示

唆
し
て
い
る
（
三
、
一
六
）。

日
本
の
農
業
協
同
組
合
と
関
連
す
る
項
目
と
し
て
、
財
政
支
援
が
あ
げ
ら
れ
る

（
四
）。
日
本
の
農
業
協
同
組
合
は
、自
主
的
団
体
で
あ
る
こ
と
を
強
調
す
る
た
め
、

財
政
的
支
援
は
な
く
、財
政
難
か
ら
解
散
に
至
る
組
合
が
あ
っ
た
。
そ
れ
に
対
し
、

ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
は
農
林
省
に
よ
る
農
業
協
同
組
合
へ
の
財
政
支
援
を
述
べ
、
全
額

を
農
業
協
同
組
合
の
収
入
か
ら
行
う
べ
き
で
は
な
い
と
し
、
農
林
省
の
予
算
か
ら

支
出
す
べ
き
こ
と
を
提
案
し
た
。

第
二
に
、
指
導
者
の
教
育
で
あ
る
（
八
）。
日
本
の
農
業
協
同
組
合
は
、
民
主

的
組
織
と
な
る
こ
と
を
め
ざ
す
一
方
で
、
指
導
者
不
足
も
問
題
で
あ
っ
た
。
ア
ン
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ダ
ー
ソ
ン
は
、
指
導
者
養
成
の
た
め
ａ
．
短
期
コ
ー
ス
、
二
～
三
週
間
で
訓
練
す

る
、
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
の
訓
練
学
校
、JCRR 

が
財
政
支
援
す
る
。
ｂ
．
研
究
所
で

の
教
育
コ
ー
ス
、
一
～
二
年
の
課
程
で
、
高
等
教
育
水
準
を
目
的
と
す
る
。
ｃ
．

台
湾
大
学
で
の
教
育
コ
ー
ス
を
提
案
し
た
。

第
三
に
、組
合
員
の
拡
大
を
め
ざ
し
た
広
報
活
動
で
あ
る
。
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
は
、

ａ
．
ラ
ジ
オ
、
ｂ
．
ニ
ュ
ー
ズ
レ
タ
ー
、
新
聞
、
ｃ
．
視
聴
覚
支
援
を
提
案
し
、

JCRR 

が
財
政
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
ス
タ
ッ
フ
に
対
す
る
支
援
を
行
う
こ
と
を
提
案

し
た
（
九
）。
こ
れ
ら
の
広
報
活
動
は
、GH

Q

が
日
本
に
お
い
て
農
地
改
革
・
農

業
協
同
組
合
の
促
進
の
た
め
、
力
を
入
れ
た
政
策
で
あ
っ
た
。
そ
の
一
方
で
、
農

民
が
ラ
ジ
オ
を
所
有
し
て
お
ら
ず
、
新
聞
を
購
読
し
て
い
る
だ
ろ
う
か
、
と
い
う

問
題
が
あ
っ
た
。JCRR 

は
、
一
九
五
四
年
に
は
、
六
〇
〇
〇
個
の
ラ
ジ
オ
を
購

入
し
、
八
月
と
一
月
に
は
四
九
一
〇
個
の
受
信
機
を
配
布
し
（
20
）、
広
報
活
動
が

有
効
に
な
る
よ
う
に
し
た
。

そ
の
他
、
日
本
の
農
業
協
同
組
合
と
関
連
す
る
項
目
と
し
て
、
農
業
協
同
組
合

の
組
織
に
つ
い
て
、
理
事
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
等
を
設
置
す
る
こ
と
（
一
）。
組
合

員
は
正
会
員
と
准
会
員
に
分
け
る
こ
と
。
正
会
員
は
地
主
・
自
作
農
・
小
作
人
と

し
て
農
業
に
従
事
し
て
お
り
、
収
入
の
七
〇
％
以
上
を
農
業
か
ら
取
得
し
て
い
る

世
帯
に
制
限
し
、
投
票
権
を
持
つ
。
准
会
員
は
会
議
へ
の
出
席
と
発
言
権
、
団
体

の
設
備
を
使
う
こ
と
は
で
き
る
が
、
投
票
権
、
被
投
票
権
は
持
た
な
い
（
五
）。

選
挙
は
、
無
記
名
投
票
が
提
案
さ
れ
（
六
）、
選
挙
が
制
限
さ
れ
な
い
よ
う
に
し

て
い
る
。
小
規
模
な
農
業
協
同
組
合
が
推
奨
さ
れ
（
一
〇
）、
台
湾
の
農
業
政
策

と
農
業
協
同
組
合
に
つ
い
て
（
一
二
）、
農
業
協
同
組
合
の
購
買
事
業
・
販
売
事

業
の
実
施
と
、販
売
・
購
買
事
業
の
経
験
者
を
雇
う
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
（
一
三
）。

農
業
協
同
組
合
の
仕
事
の
調
整
の
た
め
、
農
業
協
同
組
合
は
、
農
業
政
策
、
会

員
の
教
育
、
経
済
的
支
援
、
農
業
技
術
の
支
援
、
政
府
や
そ
の
他
の
機
関
と
の
連

絡
、
公
共
教
育
と
促
進
に
つ
い
て
、
学
ぶ
こ
と
を
勧
め
（
一
四
）、
農
業
教
育
に

関
連
し
て
、
農
業
技
術
の
指
導
を
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
シ
ス
テ
ム
（
一
一
）、
共

済
事
業
と
し
て
、
生
活
改
善
と
家
庭
生
活
改
良
の
た
め
、JCRR 

は
専
門
家
を
招

き
、
こ
れ
ら
に
資
金
を
提
供
す
る
こ
と
を
勧
告
し
て
い
る
（
一
五
）。

政
治
と
農
業
協
同
組
合
に
つ
い
て
、
台
湾
で
は
、
農
業
協
同
組
合
は
非
政
治
的

な
活
動
の
明
確
な
方
針
を
公
表
し
、
い
か
な
る
特
定
の
政
党
候
補
者
も
支
援
し
な

い
こ
と
を
、
明
確
に
す
る
こ
と
を
勧
め
た
（
七
）。
日
本
で
は
、
政
治
活
動
は
個

人
の
自
由
と
さ
れ
、
農
業
協
同
組
合
に
は
関
係
な
い
よ
う
に
す
る
に
と
ど
ま
っ
て

い
た
が
、
台
湾
で
は
よ
り
強
力
に
政
治
と
関
わ
ら
な
い
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
。

お
わ
り
に

日
本
と
台
湾
の
農
地
改
革
・
農
業
協
同
組
合
は
、
ほ
ぼ
同
時
期
に
実
施
さ
れ
た
。

農
業
協
同
組
合
は
別
々
に
設
立
さ
れ
た
が
、
日
本
と
台
湾
の
土
地
制
度
が
類
似
し

て
い
た
こ
と
と
、
ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
が
設
立
当
初
の
日
本
の
農
業
協
同
組
合
を
調
査

し
、
台
湾
へ
勧
告
し
た
た
め
、
日
本
の
農
業
協
同
組
合
に
お
け
る
問
題
点
を
踏
ま

え
て
台
湾
の
農
業
協
同
組
合
が
設
立
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
農
業
協
同
組
合
と

い
う
制
度
が
、
日
本
か
ら
台
湾
へ
移
動
し
、
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
っ
た
と
い
え
る
。

注（
１
）
農
業
協
同
組
合
に
関
す
る
研
究
は
多
く
あ
る
が
、
例
え
ば
、
滝
川
勉
・
斉
藤
仁
編
『
ア
ジ

ア
の
農
業
協
同
組
合
』
ア
ジ
ア
経
済
調
査
研
究
双
書
二
〇
九
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
一

九
七
三
年

（
２
）	 “Japanese Post-W

ar E
conom

ic C
onsiderations ”, July 21, 1943, State 

D
epartm

ent Records of H
arley A

. N
otter, 1939-1945, 810-E-155, p.19.

（
３
）	

大
蔵
省
財
政
室
編
『
昭
和
財
政
史
』
三
、
東
洋
経
済
新
報
社
、
一
九
九
三
年
、
二
八
・
五

〇
頁
。

（
４
）	

前
掲
、『
昭
和
財
政
史
』
三
、
四
六
～
四
八
・
五
一
・
一
一
四
・
一
一
五
頁
。
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日
本
と
台
湾
に
お
け
る
農
業
協
同
組
合
の
設
立

　
─
─
一
九
四
六
年
～
一
九
五
二
年

（
５
）	

同
前
、
二
〇
四
・
二
〇
五
頁
。

（
６
）	
農
地
改
革
史
料
編
纂
委
員
会
編
『
農
地
改
革
史
料
集
成
』
一
、
お
茶
の
水
書
房
、
一
九
七

四
年
、
一
四
三
頁
。

（
７
）	

平
野
力
三
農
林
大
臣
発
言
「
第
一
回
国
会
衆
議
院
農
林
委
員
会
議
事
録
」
第
一
四
号
、
一

九
四
七
年
（
協
同
組
合
経
営
研
究
所
農
業
協
同
組
合
制
度
史
編
纂
委
員
会
編
『
農
業
協
同

組
合
制
度
史
』
四
、
協
同
組
合
経
営
研
究
所
、
一
九
六
七
年
）
九
三
頁
。

（
８
）	

農
業
団
体
の
過
程
に
つ
い
て
は
、
全
国
農
業
会
編
『
農
業
協
同
組
合
の
話
』
改
訂
版
、
全

国
農
業
会
、
一
九
四
七
年
。
協
同
組
合
経
営
研
究
所
農
業
協
同
組
合
制
度
史
編
纂
委
員
会

編
『
農
業
協
同
組
合
制
度
史
』
一
、
協
同
組
合
経
営
研
究
所
、
一
九
六
七
年
。
竹
前
栄
治
・

中
村
隆
英
監
修
、
合
田
公
計
解
説
・
訳
『GH

Q

日
本
占
領
史
三
四　

農
業
協
同
組
合
』
日

本
図
書
セ
ン
タ
ー
、
一
九
九
八
年
。

（
９
）	

農
林
省
農
政
局
農
政
課
「
農
協
法
案
に
関
す
る
新
聞
発
表
」
一
九
四
七
年
（
前
掲
『
農
業

協
同
組
合
制
度
史
』
四
）
九
〇
頁
。

（
10
）
前
掲
『
農
業
協
同
組
合
制
度
史
』
一
、
四
六
四
頁

（
11
）	

農
林
省
農
政
局
農
業
協
同
組
合
部
『
農
業
協
同
組
合
調
査
報
告
書
』
第
二
輯
、
農
林
省
、

一
九
四
九
年
。

（
12
）	

同
前
、
四
六
・
九
八
・
一
三
五
頁
。

（
13
）	

同
前
、
二
五
・
一
一
一
・
一
四
五
頁
。

（
14
）	「
農
協
趣
旨
普
及
及
実
施
状
況
並
び
に
計
画
に
関
す
る
件
」
一
九
四
八
年
一
一
月
、（
前
掲

『
農
業
協
同
組
合
制
度
史
』
四
）
三
六
八
～
三
七
〇
頁
。

（
15
）	「
都
道
府
県
農
業
協
同
組
合
普
及
及
宣
伝
実
施
状
況
」（
一
九
四
八
年
）（
前
掲
『
農
業
協

同
組
合
制
度
史
』
四
）
三
七
二
頁
。

（
16
）	 “Form

osa: O
ccupation and M

ilitary Governm
ent: Land T

enure Q
uestions ” 

M
ay 5, 1944, State D

epartm
ent Records of H

arley A
. N

otter, 1939-1945, 
CA

C-173, PW
C-193.

（
17
）	

大
和
田
啓
気
「
台
湾
の
農
地
改
革
」
大
和
田
啓
気
編
『
ア
ジ
ア
の
土
地
改
革
二
』
調
査
研

究
報
告
双
書
四
四
、
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
、
一
九
六
三
年
。

（
18
）	W

. A
. A

nderson, “Farm
ers ’ A

ssociations in T
aiw

an ”, D
ec.1950, T

aipeh, 
T

aiw
an, China, GH

Q
/SCA

P Records, N
RS, 9032

（9

）.

（
19
）	

孫
炳
焱
「
台
湾
農
会
の
成
立
過
程
と
そ
の
特
質
」（
前
掲
『
ア
ジ
ア
の
農
業
協
同
組
合
』）

三
七
五
・
三
八
〇
頁
。

（
20
）	Joint Com

m
ission on Rural Reconstruction. “General Report of the Joint 

Com
m

ission on Rural Reconstruction ” 6th, 1956, T
aipei, T

aiw
an, China, 

Joint Com
m

ission on Rural Reconstruction, p. 28.

�

（
本
学
非
常
勤
講
師
）


